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１．会社の概況 

①商号、許可年月日等 

商号又は名称 ：  株式会社アステム 

代 表 者 名 ：  代表取締役社長 北川 具宏 

所 在 地 ：  大阪市中央区大手前 1丁目 7番 31号 

電 話 番 号 ：  ０６－４７９０－３４０１(代表) 

許 可 年 月 日 ：  平成２９年１月１日 

加 入 協 会 名 ：  日本商品先物取引協会 

           日本商品委託者保護基金 

 

 

 

会社の沿革 

概                 要

大阪都島にて商品先物取引の受託業務を目的として、脇田米穀株式会社

を大阪市都島区東野田町２丁目９番１５号に設立。資本金1,500万円

平成 6年 8月 脇田米穀株式会社よりカンサイフューチャーズ株式会社へ社名変更

　カンサイフューチャーズ株式会社より株式会社アステムへ社名変更

　現所在地に本社移転

　受託会員から取次取引員に業態変更

商品先物取引法の施行に伴い、商品取引員から商品先物取引業者へ変更

平成21年 2月

平成23年 1月

年   月

昭和37年 1月

平成14年 8月
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②事業の内容 

(1)経営組織 

当社の経営組織は、次のとおりです。 

 

 

賞 罰 委 員 会

コンプライアンス委員会

個 人 情 報 保 護 委 員 会

監査コンプライアンス室

株

主

総

会

取

締

役

会

代

表

取

締

役

会

長

営

業

部

門

代

表

取

締

役

社

長

監

査

役

管

理

部

門

管
理
総
括
部

情報システム部

営業部

総務部

財務部

管理部
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(2) 業務の内容 

(a) 商品先物取引業 

イ.国内商品市場取引に係る取次業務 

当社は、商品先物取引法第１９０条第１項に基づき、農林水産大臣及び経済産業大臣

から商品先物取引業の許可(許可番号:農林水産省指令２８食産第３９８８号・経済産業

省 ２０１６１１０８商第１０号)を得た商品先物取引業者であり、岡安商事株式会社を

取次先として、下記の商品市場における取引の取次業務を行っております。 

なお、当社で取引の取次ができる商品は以下のとおりです。 

 

取引所名 当社における取扱商品 

㈱東京商品取引所 

金（標準・ミニ）、ゴールドスポット、銀、白金（標準・ミニ）、

プラチナスポット、パラジウム 

ゴム(RSS3・TSR20) 

バージガソリン、バージ灯油、プラッツドバイ原油、 

バージ軽油、中京ローリーガソリン、中京ローリー灯油、 

バージガソリンスワップ、プラッツバージ灯油スワップ、 

プラッツバージ軽油スワップ、ローリーガソリンスワップ、 

プラッツローリー灯油スワップ、プラッツローリー軽油スワップ、 

とうもろこし、一般大豆、小豆 

大阪堂島商品取引所 
東京コメ、新潟コシ、秋田こまち、とうもろこし、米国産大豆、

小豆、粗糖 

 

ロ. 外国商品市場における取引を行う業務 

該当事項はありません。 

 

ハ. 店頭商品デリバティブ取引を行う業務 

該当事項はありません。 

 

二. 国内商品市場における取引を行う業務 

自己の計算において商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業務は上

記イに掲げた商品市場において行っております。 

 

(b) 兼業業務 

該当事項はありません。 
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③営業所、事務所の状況 

 

名称 所在地 電話番号 

本社 大阪府大阪市中央区大手前１丁目７番３１号 06-4790-3401 

 

④財務の概要 

 

決算年月  令和 2年 3月期 

（ａ） 資本金 １００，０００ 千円 

（ｂ） 営業収益 ２９７，９９１ 千円 

（ｃ） 受取手数料 ２９８，０４１ 千円 

（ｄ） トレーディング損失 ５０ 千円 

（ｅ） 経常損益 ４４，１５５ 千円 

（ｆ） 当期純損益 ９，８３８ 千円 

（ｇ） 純資産額規制比率 ３２３．８ ％ 

 

⑤発行済株式総数 

 

発行済株式の総数 ９００,０００  株 （令和 2年 3月 31日現在） 

（注）当社の株式は非上場です。 

 

⑥上位 10位までの株主の氏名等 

 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

阿竹 康之 419,200 株 82.09 ％ 

阿竹 美尚 17,500 株 3.43 ％ 

阿竹 優紗 37,000 株 7.24 ％ 

阿竹 香奈 37,000 株 7.24 ％ 

株式会社アステム(自己株式) 389,300 株 -  

合 計  ５ 名 900,000 株 100.00 ％ 
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⑦役員の状況 

 

役職名 氏名 
代表権 

の有無 

常勤・非常勤 

の別 

代表取締役会長 阿竹 康之 有 常勤 

代表取締役社長 北川 具宏 有 常勤 

取 締 役 黒杉 直樹 無 常勤 

監 査 役 阿竹 美尚 無 非常勤 

 

⑧役員及び使用人の数 

 

 役員 
 

使用人 合計 
うち非常勤 

総 数   ４ 名   1 名   ３０ 名   ３４ 名 

(うち外務員数） (  １名 ) ( ０名 ) ( ２５名 ) ( ２６名 ) 
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２．営業の状況 

①営業の経過及び成果 

 

当社の総売買枚数は、石油市場での取引の伸び等もあり、59千枚（前期比 13.6％減）とな

りましたが、売上手数料は 298百万円（前期比 11.9％増）を計上しました。 

この結果、営業利益は 4,422 万円、経常利益は 4,416 万円となり 984 万円の当期純利益と

なりました。 

 

 

 

受取手数料部門 

 （a）国内商品市場取引 

    2億 9,804万円（売買高 58,523枚） 

 （ｂ）外国商品市場取引 

    該当事項はありません。 

 （c）店頭商品デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

トレーディング部門 

 （a）国内商品市場取引 

    △5万円（売買高 20枚） 

 （ｂ）外国商品市場取引 

    該当事項はありません。 

 （c）店頭商品デリバティブ取引 

該当事項はありません。 
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（1）受取手数料部門 

受取手数料

期　別 第５９期

 商品市場名

(注)　1.消費税は含まれておりません。

合 計

貴 金 属 市 場

21,193エ ネ ル ギ ー 市 場
ゴ ム 市 場

298,041

(単位：千円）

(自　平成31年4月 1日)
(至　令和2年3月31日)

288

276,560

売 買 高
期　別

商品市場名

第59期
(単位：枚)

(至　令和2年3月31日)
(自　平成31年4月 1日)

委　託

貴 金 属 市 場 52,779

5,648

合 計

96

58,523

エ ネ ル ギ ー 市 場

ゴ ム 市 場

 

(2)トレーディング部門 

自己ディーリングによる商品先物取引の総売買損益は△50千円となりました。 

事業年度における売買損益及び売買高は、次の通りであります。 

売買損益

期　別 第59期

商品市場名

(注)　1.消費税は含まれておりません。

(自　平成31年4月1日)
(至　令和2年3月31日)

(単位：千円)

貴 金 属 市 場

合 計
△ 50
△ 50

 

 

売 買 高
期　別

商品市場名

合 計

(単位：枚)

第59期
(自　平成31年4月 1日)
(至　令和2年3月31日)

自　己

貴 金 属 市 場 20

20
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②取引開始基準 

 

１．当社では、お客様との商品取引契約の締結に先立ち、適正な取引を行っていただくために口

座設定申込書、その他の書類に次の必要事項をご記入いただき適合性の審査を行っておりま

す。 

（１） 氏名、性別、生年月日、住所、連絡先 

（２） 家族構成（配偶者の有無、子、その他） 

（３） 職業、役職、勤務先及び勤務先住所 

（４） 年収、預貯金等の財産の額、住居の状況（持家、借家等） 

（５） 先物取引の経験の有無（取引会社名、取引期間、投資額） 

（６） 商品デリバティブ取引その他の投資経験の有無及びその程度（取引会社名、取引期間、 

    投資額） 

（７） 投資可能資金額 

（８） 商品先物取引理解度 

（９） 受託契約を締結する目的 

（１０）反社会的勢力でない旨の表明・確約書 

 

２．口座設定申込書の内容が次の各号に該当するお客様はお取引できません。 

（１） 未成年、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者及び認知障害の 

認められる方 

（２） 生活保護法による保護を受けている世帯に属する方 

（３） 破産者で復権を得ない方 

（４） 商品デリバティブ取引をするために借入をしようとする方 

（５） 若年者（２５歳以下）の方 

（６） 元本欠損又は元本を上回る損失が生じるおそれのある取引を望まない方 

（７） その他、当社が商品取引契約の締結に適さないと判断した方 

 

３．次の各号に該当するお客様は、当社の定める申出書等を提出いただくことで取引開始の審査

をさせていただきます。 

（１） 長期療養者及びそれに準ずる方（一ヶ月程度） 

（２） 一定以上の収入（年間５００万円以上）を有しない方 

（３） 金融機関等、当社の規定する公金取扱者 

（４） ７５歳以上の高齢の方 

（５） 恩給、年金、退職金、保険金等により主として生計を維持している方 

（６） デリバティブ取引の経験のない方 

 

③顧客数 

 

顧客数  １８７ 名 （令和 2年 3月 31日現在） 
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３．経理の状況 

①貸借対照表 

 

 

②損益計算書 

(単位:千円)

(資産の部) (負債の部)

[流動資産] [ ] [流動負債] [ ]

現金及び預金 未払法人税等

前払費用 預り証拠金

差入保証金 賞与引当金

委託者先物取引差金 その他の流動負債

預託金

その他の流動資産 [固定負債] [ ]

貸倒引当金 退職給付引当金

資産除却債務

[固定資産] [ ]

有形固定資産 ( ) [引当金] [ ]

建物 商品取引責任準備金

車両 訴訟費用等に係る引当金

土地

無形固定資産 ( ) 負債合計

電話加入権 (純資産の部)

投資その他の資産 ( ) 株主資本 [ ]

投資有価証券 [資本金] [ ]

出資金 [資本剰余金] [ ]

長期未収債権 その他資本剰余金

長期差入保証金 [利益剰余金] [ ]

その他の投資 利益準備金

貸倒引当金 その他利益剰余金

[自己株式] [ ]

純資産合計

資産合計 負債純資産合計

金 額

605,624 455,717

貸 借 対 照 表

(令和2年3月31日現在)

金 額 科　　　目

437,329

181,106 3,393

717

5,250

265,540 14,279

17,497 42,001

81,529

10,316

30,001

△ 38 6,222

12,799

4,094

12,000

△ 88,446△ 570

250

179,11959,588

333,715

△ 59,946

28,500

333,715

32,422

20,916

508,035

100,000

科　　　目

6,000

570

4,444

4,444

5,700

7,708

4,090

139,841

1,127

687,154 687,154

179,119

△ 194,650
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(単位:千円)

科       目 金      額

営業収益

受取手数料

売買損益

営業費用

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営業外収益

受取利息

貸倒引当金戻入

その他

営業外費用

雑損失

経 常 利 益

特別利益

訴訟費用引当金戻入

特別損失

商品取引責任準備金

訴訟費用引当金繰入

和解金

損 益 計 算 書

自 平成 31年 4月 1日

至 令 和 2年 3月 31日

298,041

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

営

業

外

損

益

当 期 純 利 益 9,838

特

別

損

益

の

部

18,000

税 引 前 当 期 純 損 失

717

10,555

7,500

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

20,000

3,100

297,991

45

44,222

1

28

△ 50

253,769

44,155

112

17

112



 - 11 - 

③株主資本等変動計算書 

 

（単位:千円）

【株主資本】

　資本金 前期末残高 100,000

当期末残高 100,000

　資本剰余金

　その他資本剰余金 前期末残高 350,000

当期変動額 自己株式の処分 △16,285

当期末残高 333,715

　資本剰余金合計 前期末残高 350,000

当期変動額 △16,285

当期末残高 333,715

　利益剰余金

　利益準備金 前期末残高 28,500

当期末残高 28,500

　その他利益剰余金

　別途積立金 前期末残高 106,500

当期末残高 106,500

　繰越利益剰余金 前期末残高 △204,785

当期変動額 当期純利益金額 9,838

当期末残高 △194,946

　利益剰余金合計 前期末残高 △69,785

当期変動額 9,838

当期末残高 △59,946

　自己株式 前期末残高 △231,000

当期変動額 自己株式の処分 36,350

当期末残高 △194,650

　株主資本合計 前期末残高 149,215

当期変動額 29,904

当期末残高 179,119

　純資産の部合計 前期末残高 149,215

当期変動額 29,904

当期末残高 179,119

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　平成31年 4月 1日
至　令和2年 3月31日
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④個別注記表 

 

 

(単位:千円)

一　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
(a)その他の有価証券

移動平均法による原価法

(b)保管有価証券は商品先物取引法施行規則第39条の規定により、(株)日本商品清算機
構が定めた充用価格によっており、主な有価証券の価格は次のとおりであります。

利付国債証券 額面金額の85%
社債（上場銘柄） 額面金額の50%
株券（一部上場銘柄） 時価の70%相当額
倉荷証券　 時価の70%相当額

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

建物は定額法、建物以外は定率法（ただし、平成10年4月1日以降取得した建物
および平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備、構築物は定額法）

(3)引当金及び特別法上の準備金の計上基準
(a)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。なお貸倒引当金繰入額は差額補充法により計上しております。
　貸倒引当金繰入額と戻入額との相殺前の金額は608千円です。

(b)退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務額を計上しており
ます。

(c)訴訟費用引当金
　商品取引事故等に係る委託者及び弁護士等への支払に備えるため、経過状況等に
基づいた見込み額を計上しております。

(d)商品取引責任準備金
　商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に基づ
き、同施行規則に定める額を計上しております。

(e)賞与引当金
　従業員に支給する賞与の支払いに備えるため支給見込み額のうちの当期の負担額を
計上しております。

(4)営業収益の計上基準
(a)受取手数料

委託者が取引を転売又は買戻し及び受渡しにより決済したときに計上しております｡
(b)売買損益（商品先物取引損益）

　反対売買により取引を決済したときに計上しております。また、未決済建玉につ
いては時価による評価損益を計上しております。

(5) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

個 別 注 記 表
自 平成 31年 4月 1日
至 平令和2年3月31日
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二　貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 千円

(2)担保に供している資産及び対応債務

(a)担保資産
現金及び預金

対応債務
商品先物取引法施行規則第98条第1項第4号の規定に基づく委託者保護
基金代位弁済保証額

千円

(b)預託資産
取引証拠金等の代用として岡安商事(株)を通じ(株)日本商品清算機構
へ預託している資産

保管有価証券

(c)分離保管資産資産
商品先物取引法第210条の規定に基づき、日本商品委託者保護基金に分
離保管しなければならない保全対象資産の金額

同法施行規則第98条の規定に基づく、委託者資産保全措置額

千円

三　損益計算書に関する注記

(1)受取手数料

(2)トレーディング損益

(3)他の商品先物取引業者に委託している自己取引の値洗損益

四　株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当該事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 900,000株

(2)当該事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 389,300株

5,250 千円

56,314

千円

15,000

貴金属市場 276,560 千円

農産物市場 0 千円

石 油 市 場 21,193

15,000

0 千円

0 千円

ゴ ム 市 場 288 千円
298,041 千円

貴金属市場 △ 50 千円

0 千円
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五　１株当たりの情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額

(2)１株当たりの当期純利益(発行済株式数から自己株式数を控除）

六　その他の注記

(1)勘定科目に関する注記

委託者先物取引差金
　委託者の未決済玉に関する約定代金と決算期末の時価との差損益金の純額であっ
て、株式会社日本商品清算機構との間で受払清算された金額であります。この金額
は、すべての委託者の各商品取引所の商品ごとに差損益金を算定したうえで、各商
品取引所ごとに合計して算出したものであります。

３５０円７３銭

１９円２６銭
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